別紙２

電子契約用メールアドレス確認書

　　　　　　　　　　　希望する。
　　　電子契約を　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　希望しない。

（※希望する方に、○を付けてください。なお。希望する場合は、以下も記入してください。）
[bookmark: _Hlk75301821]茨城県と立会人型電子契約サービスを利用して行う契約において、契約締結に利用するメールアドレスは、次のとおりとする。

　担当者名　　　　　　　　　　　　　　　
　e-mail　　　　　　　　　　　　　　　　

契約締結権限者　　役職　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　
e-mail　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　殿

　　　令和　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　法人名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表取締役氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（個人の場合は、氏名）

【重要】電子契約における留意事項
(1)発注者の承認を得て紙入札を行う場合において、電子契約を希望する場合は必ず代表取締役等契約締結権限のある方が自署してください。
(2)担当者と契約締結権限者のメールアドレスは原則異なるものを記載してください。
(3)フリーメール（無料でメールアドレス（アカウント）を取得し、ブラウザ上でメールのやり取りができるサービス）で電子契約を利用できません。なお、主なフリーメールは以下のものがあります。
	代表的なサービス名
	ドメイン名

	Yahoo!メール
	@yahoo.co.jp

	Gmail
	@gmail.com

	Outlook.com
	@outlook.jp、@outlook.com、@hotmail.co.jp、@live.jp

	AOLメール
	@aol.jp



※　境工事事務所 電子契約用メールアドレス　sakaido@pref.ibaraki.lg.jp

事業者の皆様へ・・・以下を読んだ上で，書面契約・電子契約の選択をご判断下さい

電子契約の手続きのフローは，以下のようになります。
東日本，金融機関等からの契約保証書を落札者が受領した後に
①落札者は，契約書案及び保証書写を発注者である工事事務所にメールで送付（開札日を含めて５日以内。土日祝日は除く）。
②発注者は落札者からのメール受信後，急いで所内契約決裁の手続きを行う（発注者と落札者が事前に申し合わせた日（＝契約予定日）までに契約決裁を終了する）。
③発注者は契約書に契約日（A）を記載し，発注者はクラウドに契約書を送信。
④クラウドに契約書を送信後，発注者は落札者に連絡し，「即日中にクラウド上にてタイム
　スタンプに署名する」よう促す。
⑤落札者はクラウド上にて署名。タイムスタンプの署名日が契約日（B）となる。
・上記で，発注者と落札者が事前に申し合わせた日（＝契約予定日）については，発注者側の所内契約決裁に要する期間を考慮し，開札日を含めて５～７日以内の日で設定する予定である。よって，今までの書面契約では開札日の翌日を契約日としていたが，電子契約を選択した業者については，契約予定日について，発注者との調整が必要になる。また，契約予定日に，落札者は事業所に契約担当職員を待機させておく必要がある。
・上記の（A）と（B）の日については，一致させるよう，県総務課から指導を受けているが，③→⑤の手続きが遅延したために，仮に（A）と（B）の日が相違した場合には，後日，変更契約（書面・電子どちらでも可）を再度締結する必要があり、予期せぬ追加の業務が発生する。その際の変更契約の内容は，「原契約書の契約日を（A）から（B）に改める」旨の内容である。
・県総務課の指導では，「保証書（工事の場合のみ）の保証期間に，契約書の工期が含まれていればよい」とのことである。工期が「令和４年３月１５日まで」と設定されている工事ならば，工期終が明確であるため問題はないが，「工期〇〇〇日間」の工事ならば，手続きの遅延により（B）の日が当初想定日よりも遅れる場合も出てくる。そうすると，保証書の保証期間の終わりと契約上の工期終が一致しなくなるので，その場合も後日変更契約を再度締結するという手間が発生する。
・なお，毎年４月１日付で契約を締結している請道修・請河川については，電子契約を選択した場合，上記①～⑤の手続きを４月１日の１日のみで全て終えなければならず，もし⑤までの手順が間に合わない場合（（B）の日が４月３日になった場合など）は，再度変更契約を締結する必要が生じるので，その点を十分考慮して，請道修・請河川の契約について，書面契約・電子契約のいずれを選択するか決定して下さい。

